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北方領土問題に関する教育・学習に係る取組についての周知について（通知） 

 
 これからの我が国を担う児童生徒が、我が国の領土について正しく理解すること

は極めて重要であり、各学校においては、社会科等において、北方領土等に関し指

導いただいているところです。 
 この度内閣府から、各学校において北方領土問題に関する教育・学習に係る取組

への理解や教員等の参加についての配慮が得られるよう、内閣府の行う北方領土隣

接地域への修学旅行等の誘致事業、独立行政法人北方領土問題対策協会等の行う北

方領土問題に関する研修や事業、「北方領土学習教材集」等に関する周知について、

別添の通り協力依頼がありました。 
 文部科学省においては、我が国の領土に関する教育等の一層の充実を図るため、

平成 29 年３月及び平成 30 年３月に改訂した学習指導要領において､従来から明記

されていた中学校社会科に加え､小学校社会科並びに高等学校地理歴史科及び公民

科に北方領土について明記したところです。 
 ついては、北方領土問題に関する指導の重要性に鑑み、都道府県教育委員会指導

事務主管課におかれては、所管の学校及び域内の市町村教育委員会に対し、指定都

市教育委員会指導事務主管課におかれては、所管の学校に対し、各都道府県私立学

校事務主管課及び構造改革特別区域法第１２条第１項の認定を受けた地方公共団体

の学校設置会社事務主管課におかれては、所轄の学校及び学校法人等に対し、国公

立大学法人附属学校事務主管課におかれては、管下の学校に対し、別添の研修や事

 殿 

北方領土問題に関する教育・学習に係る取組について、周知します。 



業等について御周知くださいますようお願いします。その際、学校における働き方

改革の観点から、周知の範囲及び方法については、全ての学校に一律に通知する以

外にも、例えば、他の案件とまとめて周知する、教育委員会主催の教員研修の場で

配布する等、貴課において必要に応じて御判断いただいてかまわない旨申し添えま

す。 
 

＜本件連絡先＞ 
（下記以外） 
  初等中等教育局教育課程課企画調査係 
  TEL：03-5253-4111（内線2565） 

（修学旅行関係） 
  初等中等教育局児童生徒課修学旅行担当 
  TEL：03-5253-4111（内線2389） 

 






















